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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水系溶媒中に平均重合度３００以下のポリビニルアルコール（Ａ）とマレイン酸系共重
合体（Ｂ）とを質量比（Ａ／Ｂ）９７／３～１０／９０の割合で含有する混合液からなり
、マレイン酸系共重合体が、イソブチレン－無水マレイン酸共重合体又はエチレン－無水
マレイン酸共重合体から選ばれる１種、または２種の混合物であることを特徴とするガス
バリア性コート剤。
【請求項２】
　上記ポリビニルアルコールとマレイン酸系共重合体との総固形分濃度ｗ（質量％）と２
０℃における上記混合液の粘度η（ｍＰａ・ｓ）が下記式
ｌｏｇη≦０．１１５ｗ＋０．２７５
を満たすことを特徴とする請求項１記載のガスバリア性コート剤。
【請求項３】
　上記マレイン酸系共重合体が実質的に交互共重合体であることを特徴とする請求項１ま
たは２のいずれかに記載のガスバリア性コート剤。
【請求項４】
　上記マレイン酸系共重合体が、これに含まれるカルボキシル基に対して０．１～２０当
量％のアルカリ化合物で部分的に中和されたマレイン酸系共重合体を含むことを特徴とす
る請求項１～３のいずれかに記載のガスバリア性コート剤。
【請求項５】
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　請求項１～４のいずれかに記載のガスバリア性コート剤中に含有するポリビニルアルコ
ールとマレイン酸系共重合体とから形成され、温度２０℃、相対湿度８５％の雰囲気下に
おける酸素ガス透過係数が７００ｍｌ・μｍ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａ以下であることを特
徴とするガスバリア性被膜。
【請求項６】
　熱可塑性樹脂フィルムの少なくとも一方の面に請求項５記載のガスバリア性被膜の層を
形成したことを特徴とするガスバリア性フィルム。
【請求項７】
　熱可塑性樹脂フィルムがナイロン６からなることを特徴とする請求項６記載のガスバリ
ア性フィルム。
【請求項８】
　熱可塑性樹脂フィルムがポリエチレンテレフタレートからなることを特徴とする請求項
６記載のガスバリア性フィルム。
【請求項９】
　請求項６～８のいずれかに記載のガスバリア性フィルムを製造するときに、熱可塑性樹
脂フィルムの少なくとも一方の面に、水系溶媒中に平均重合度３００以下のポリビニルア
ルコール（Ａ）とマレイン酸系共重合体（Ｂ）とを質量比（Ａ／Ｂ）９７／３～１０／９
０の割合で含有する混合液を塗布し、次いで、１２０℃以上の加熱雰囲気中で１分間以下
の熱処理を施すことを特徴とするガスバリア性フィルムの製造方法。
【請求項１０】
　請求項６～８のいずれかに記載のガスバリア性フィルムを製造するときに、熱可塑性樹
脂未延伸フィルムの少なくとも一方の面に、水系溶媒中に平均重合度が３００以下のポリ
ビニルアルコール（Ａ）とマレイン酸系共重合体（Ｂ）とを質量比（Ａ／Ｂ）９７／３～
１０／９０の割合で含有する混合液を塗布し、乾燥後、延伸処理と同時に１２０℃以上の
加熱雰囲気中で１分間以下の熱処理を施すことを特徴とするガスバリア性フィルムの製造
方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ガスバリア性コート剤およびガスバリア性被膜並びにガスバリア性フィルム及
びその製造方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、ポリアミド、ポリエステル等の熱可塑性樹脂フィルムは強度、透明性、成形性に優
れていることから、包装材料として幅広い用途に使用されている。しかしながら、これら
の熱可塑性樹脂フィルムは酸素ガス等のガス透過性を有しているため、一般食品、レトル
ト処理食品等の包装に使用した場合、長期間保存する内にフィルムを透過した酸素ガス等
のガスにより食品の変質が生じることがある。
【０００３】
そこで、熱可塑性樹脂フィルムのガスバリア性を向上させるために、これら熱可塑性樹脂
フィルムの表面にポリ塩化ビニリデン（以下ＰＶＤＣと略記する）のエマルジョン等を塗
布し、ガスバリア性の高いＰＶＤＣ層を形成した積層フィルムが食品包装等に幅広く使用
されてきた。しかし、ＰＶＤＣは焼却時にダイオキシン等の有害物質を発生するおそれが
あることから、他材料への移行が強く望まれている。
【０００４】
このような要望に応えるため、ＰＶＤＣに替わる材料の一つとしてガスバリア性を有して
いて有毒ガスが発生することがないポリビニルアルコールが挙げられるが、ポリビニルア
ルコールは低湿度雰囲気下でのガスバリア性は高いが、湿度が高くなるにつれて急激にガ
スバリア性が低下するので、水分を含む食品等の包装には用いることができない場合が多
い。
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【０００５】
ポリビニルアルコールの高湿度雰囲気下でのガスバリア性の低下を改善したポリマーとし
て、ビニルアルコールとエチレンの共重合体（ＥＶＯＨ）が知られているが、このポリマ
ーにおいては高湿度雰囲気下でのガスバリア性を実用レベルに維持するためにはエチレン
の含有量をある程度高くする必要があり、エチレンの含有量を高くしたＥＶＯＨは水に難
溶となり、これをコート剤とする場合には有機溶媒または水と有機溶媒の混合溶媒を用い
る必要があり、環境問題の観点から望ましくなく、また有機溶媒の回収工程などを必要と
するため、コスト高になるという問題がある。
【０００６】
さらに、水溶性のポリマーからなる液状組成物をフィルムにコートし、高湿度雰囲気下で
も高いガスバリア性を発現させる方法として、ポリビニルアルコールとポリアクリル酸ま
たはポリメタクリル酸の部分中和物とからなる水溶液をフィルムにコートし、これを熱処
理することにより、両ポリマーをエステル結合により架橋する方法が提案されているが（
特開平１０－２３７１８０号公報）、この方法ではエステル化を充分に進行させてフィル
ムのガスバリア性を高めるためには、高温で長時間の加熱が必要であり、生産性に問題が
あった。さらに高温で長時間反応させることによりフィルムが着色し、外観を損ねるため
食品包装用には改善が必要である。
【０００７】
また、熱ロールを使って熱処理を効率よく行うことにより、熱処理時間を短時間で行って
生産性を高めたガスバリアフィルムの製造方法が特開平７－２６６４４１号公報に開示さ
れている。この方法によれば、熱処理の時間は短縮されるが、工業生産を考えると依然長
時間の熱処理を必要としており、生産性が充分高いとはいえず、さらにフィルムにしわが
入りやすいという欠点もある。
【０００８】
さらに、特開平１０－３１６７７９号公報および特開２０００－３７８２２号公報にはポ
リビニルアルコールとポリ（メタ）アクリル酸系ポリマーの部分中和物からなる水溶液を
未延伸の熱可塑性樹脂フィルム上に塗布し、その後フィルムを延伸してから熱処理をする
インラインコート法によって生産性を高めたガスバリア性フィルムの製造方法が提案され
ている。しかし、この方法では延伸工程の後に高温かつ長時間の熱処理を必要とするため
、依然生産性が充分高いとはいえない。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
そこで、本発明は上記課題を解決するものであって、高湿度雰囲気下でも高いガスバリア
性を有しかつ燃焼時にダイオキシンを発生することがないガスバリア性フィルムを生産性
よく製造することができるガスバリア性コート剤およびガスバリア被膜並びにガスバリア
性フィルム及びその製造方法を提供することを課題とするものである。
【００１０】
【問題を解決するための手段】
上記課題を解決するために、本発明者らは、鋭意研究の結果、特定の樹脂組成を有するコ
ート剤をフィルムの表面に塗布し、このコート剤からなるガスバリア性の被膜層を形成す
ることにより、上記の課題が解決できることを見出し、それに基づいて本発明に到達した
。
【００１１】
　すなわち、本発明の要旨は、次のとおりである。
（１）水系溶媒中に平均重合度３００以下のポリビニルアルコール（Ａ）とマレイン酸系
共重合体（Ｂ）とを質量比（Ａ／Ｂ）９７／３～１０／９０の割合で含有する混合液から
なり、マレイン酸系共重合体が、イソブチレン－無水マレイン酸共重合体又はエチレン－
無水マレイン酸共重合体から選ばれる１種、または２種の混合物であることを特徴とする
ガスバリア性コート剤。
（２）上記ポリビニルアルコールとマレイン酸系共重合体との総固形分濃度ｗ（質量％）
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と２０℃における上記混合液の粘度η（ｍＰａ・ｓ）が下記式
ｌｏｇη≦０．１１５ｗ＋０．２７５
を満たすことを特徴とする（１）記載のガスバリア性コート剤。
（３）上記マレイン酸系共重合体が実質的に交互共重合体であることを特徴とする（１）
または（２）のいずれかに記載のガスバリア性コート剤。
（４）上記マレイン酸系共重合体が、これに含まれるカルボキシル基に対して０．１～２
０当量％のアルカリ化合物で部分的に中和されたマレイン酸系共重合体を含むことを特徴
とする（１）～（３）のいずれかに記載のガスバリア性コート剤。
（５）上記（１）～（４）のいずれかに記載のガスバリア性コート剤中に含有するポリビ
ニルアルコールとマレイン酸系共重合体とから形成され、温度２０℃、相対湿度８５％の
雰囲気下における酸素ガス透過係数が７００ｍｌ・μｍ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａ以下であ
ることを特徴とするガスバリア性被膜。
（６）熱可塑性樹脂フィルムの少なくとも一方の面に（５）記載のガスバリア性被膜の層
を形成したことを特徴とするガスバリア性フィルム。
（７）熱可塑性樹脂フィルムがナイロン６からなることを特徴とする（６）記載のガスバ
リア性フィルム。
（８）熱可塑性樹脂フィルムがポリエチレンテレフタレートからなることを特徴とする（
６）記載のガスバリア性フィルム。
（９）上記（６）～（８）のいずれかに記載のガスバリア性フィルムを製造するときに、
熱可塑性樹脂フィルムの少なくとも一方の面に、水系溶媒中に平均重合度３００以下のポ
リビニルアルコール（Ａ）とマレイン酸系共重合体（Ｂ）とを質量比（Ａ／Ｂ）９７／３
～１０／９０の割合で含有する混合液を塗布し、次いで、１２０℃以上の加熱雰囲気中で
１分間以下の熱処理を施すことを特徴とするガスバリア性フィルムの製造方法。
（１０）上記（６）～（８）のいずれかに記載のガスバリア性フィルムを製造するときに
、熱可塑性樹脂未延伸フィルムの少なくとも一方の面に、水系溶媒中に平均重合度が３０
０以下のポリビニルアルコール（Ａ）とマレイン酸系共重合体（Ｂ）とを質量比（Ａ／Ｂ
）９７／３～１０／９０の割合で含有する混合液を塗布し、乾燥後、延伸処理と同時に１
２０℃以上の加熱雰囲気中で１分間以下の熱処理を施すことを特徴とするガスバリア性フ
ィルムの製造方法。
【００１２】
本発明のガスバリア性コート剤によれば、ポリビニルアルコール（以下、ＰＶＡと略記す
る）とマレイン酸系共重合体とを特定の割合で含有する混合液からなるので、これをフィ
ルムに塗布した後に熱処理を施すと、両者がエステル結合によって架橋して緻密な架橋構
造を形成し、それによって高湿度雰囲気下でも高いガスバリア性を示す被膜を形成するこ
とができる。また、ＰＶＡとして平均重合度が３００以下と低い重合度のＰＶＡを用いる
ので、固形分濃度の割に混合液の粘度が低く取り扱いが容易であって、塗布作業などの作
業性がよく、また、平均重合度が３００を超える高い平均重合度のＰＶＡに比べて高いガ
スバリア性を有する被膜を形成することができる。しかも、上記ＰＶＡとマレイン酸系共
重合体とは短時間の熱処理によってガスバリア性の被膜を形成することができるので、生
産性よくガスバリア性の被膜を形成することができる。さらにまた、燃焼時にダイオキシ
ン等の有害物質を発生することがないので、環境を汚染することがないガスバリア性フィ
ルムを提供することができる。
【００１３】
また、本発明のガスバリア性被膜は、温度２０℃、相対湿度８５％の雰囲気下における酸
素ガス透過係数が７００ｍｌ・μｍ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ以下と低い値を示すので、そ
れを形成したガスバリア性フィルムに優れたガスバリア性を付与することができる。
【００１４】
さらに、本発明のガスバリア性フィルムは、その表面に上記ガスバリア性被膜の層を形成
したので、上記ガスバリア性被膜の高湿度雰囲気下における低い酸素ガス透過係数が反映
されて、高湿度雰囲気下において高いガスバリア性を有し、食品包装材料などとして好適
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に利用することができる。
【００１５】
さらにまた、本発明の製造方法によれば、上記コート剤が塗布されたフィルムを加熱雰囲
気中すなわち発熱体に直接接触させることなく熱処理するので、フィルムにしわが入りに
くく、かつ巻取り速度を速くすることができて、高湿度雰囲気下においても優れたガスバ
リア性を有するガスバリア性フィルムを生産性よく製造することができる。
【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を詳細に説明する。
本発明におけるガスバリア性コート剤は、水系溶媒中にＰＶＡとマレイン酸系共重合体と
を含有する混合液からなるものであって、このコート剤を熱可塑性フィルムの表面に塗布
した後に熱処理することによって両者がエステル結合によって架橋して緻密な架橋構造を
形成するものであるが、上記ＰＶＡとマレイン酸系共重合体の配合割合は、質量比で９７
／３～１０／９０の範囲である必要がある。好ましくは、９０／１０～１５／８５の範囲
である。ＰＶＡの割合が上記範囲よりも少ないと、被膜形成能が低下するおそれがあり、
一方、マレイン酸系共重合体の割合が上記範囲よりも少ないと、ＰＶＡとの間に充分な架
橋密度をもって架橋構造を形成することができず、高湿度雰囲気下におけるガスバリア性
を充分に発現することができないことがある。
【００１７】
また、上記混合液は、作業性上から、水溶液または水分散液であることが好ましく、水溶
液であることがより好ましい。したがって、ＰＶＡは水溶性であることが好ましく、また
、マレイン酸系共重合体も水溶液もしくは水分散性のものが好ましい。
【００１８】
本発明において用いられるＰＶＡは、ビニルエステルの重合体を完全または部分ケン化す
るなどの公知の方法を用いて得ることができる。ビニルエステルとしては、ギ酸ビニル、
酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、ピバリン酸ビニル、バーサチック酸ビニル等が挙げら
れ、中でも酢酸ビニルが工業的に最も好ましい。
【００１９】
上記ビニルエステルに対して、その特性を損ねない範囲で、他のビニル化合物を共重合す
ることも可能である。他のビニル系モノマーとしては、クロトン酸、アクリル酸、メタク
リル酸等の不飽和モノカルボン酸およびそのエステル、塩、無水物、アミド、ニトリル類
や、マレイン酸、イタコン酸、フマル酸などの不飽和ジカルボン酸およびその塩、炭素数
２～３０のα－オレフィン類、アルキルビニルエーテル類、ビニルピロリドン類などが挙
げられる。
【００２０】
上記のようにＰＶＡは、水溶性であることが好ましいので、これに疎水性の共重合成分を
多量に含有させると水に対する親和性が損なわれるので、好ましくない。
【００２１】
上記ＰＶＡは、通常ケン化したものが用いられる。ケン化方法としては公知のアルカリケ
ン化法や酸ケン化法を用いることができ、中でもメタノール中で水酸化アルカリを使用し
て加アルコール分解する方法が好ましい。ケン化度が低すぎるとガスバリア性が低下する
傾向があるので、ガスバリア性の観点からケン化度は通常９０％以上、好ましくは９５％
以上のものが用いられる。
【００２２】
また、ＰＶＡの平均重合度は作業性を考慮すると、３００以下が好ましく、１００～２８
０がより好ましい。平均重合度が３００を超えると高濃度混合液としたときにその粘度が
高くなるために作業性が低下することがある。一方、平均重合度が１００未満のものは、
工業的に製造することが困難となる。
【００２３】
ここで、ＰＶＡの平均重合度は、日本工業規格Ｋ６７２６に記載の方法によって求められ
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る。すなわち、約１０ｇのＰＶＡ試料に、メタノール２００ｍｌを加えた後、１２．５ｍ
ｏｌ／ｌ水酸化ナトリウム溶液を、ケン化度に応じて（ケン化度９７モル％以上の場合は
３ｍｌ、９７モル％以下の場合は１０ｍｌ）加えて、４０℃で１時間加熱し、残存酢酸基
を完全にケン化する。これをメタノールでよく洗浄してから乾燥させ、完全ケン化ＰＶＡ
を得る。この試料約１ｇを量り採り、水１００ｍｌを加えて加熱溶解後、室温に戻してろ
過し、ろ液１０ｍｌをオストワルド粘度計に入れて３０℃の高温槽に浸けて、水に対する
相対粘度ηrelを求める。そして、この相対粘度ηrelからＰＶＡの平均重合度Ｍが下記式
より求められる。
【００２４】
ｌｏｇＭ＝１．６１３ｌｏｇ｛（[η]×１０4）／８．２９｝
[η]＝（２．３０３ｌｏｇηrel）／Ｃ
ηrel＝ｔ1／ｔ0

ここで、[η]は極限粘度、Ｃは試料溶液の濃度（ｇ／ｌ）、ｔ0は水の落下秒数（ｓ）、
ｔ1は試験溶液の落下秒数（ｓ）を表す。
【００２５】
また、ＰＶＡとして、平均重合度が３００以下のＰＶＡを用いると、これを無水マレイン
酸系共重合体と架橋反応させたとき、平均重合度が３００を超えるＰＶＡを用いた場合に
比べて、より高いガスバリア性を有する被膜を形成することができる。
【００２６】
さらに、平均重合度が３００以下のＰＶＡを用いると、水系溶媒中にＰＶＡとマレイン酸
系共重合体を含むコート剤において、ＰＶＡとマレイン酸系共重合体との総固形分濃度ｗ
(質量％)と２０℃における混合液の粘度η(ｍＰａ・ｓ)との間に下記式で表される関係式
が成り立つ。
【００２７】
ｌｏｇη≦０．１１５ｗ＋０．２７５
これは上記のコート剤が総固形分濃度の割に混合液の粘度が低いことを表しており、総固
形分濃度の割に粘度が低いことはコート剤をフィルムに塗布する際の作業性に優れている
ことを意味する。すなわち、塗布作業が容易であり、比較的高濃度のコート剤をフィルム
に塗布して所望厚みの被膜を容易に形成することができる。この式に従えば、上記コート
剤は、例えば総固形分濃度が１０質量％のときの２０℃における混合液の粘度は２６．６
ｍＰａ・ｓ以下、２０質量％のときは３７５．８ｍＰａ・ｓ以下である。
【００２８】
　次に、本発明で使用されるマレイン酸系共重合体は、無水マレイン酸と、イソブチレン
、エチレンなどの二重結合を持つビニル化合物を、ラジカル重合などの公知の方法で重合
することで得られるものである。これらのマレイン酸系共重合体のうち、ガスバリア性を
向上させることができる点でイソブチレン－無水マレイン酸共重合体又はエチレン－無水
マレイン酸共重合体が好ましく用いられる。
【００２９】
上記マレイン酸系共重合体には、その特性を損なわない範囲で、他のビニル化合物を共重
合することも可能である。用いることのできるビニル化合物としては、例えば（メタ）ア
クリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、(メタ)アクリル酸プロピル、（メタ）アク
リル酸ブチル等の（メタ）アクリル酸エステル類、ギ酸ビニル、酢酸ビニルなどのビニル
エステル類、スチレン、ｐ－スチレンスルホン酸、プロピレン、イソブチレンなどの炭素
数３～３０のオレフィン類や、ポリビニルアルコールの水酸基などと反応する反応性基を
有する化合物を挙げることができる。
【００３０】
ここで、マレイン酸系共重合体に疎水性の共重合成分を多量に含有されると、上記ＰＶＡ
と同様に、水に対する親和性が損なわれるので、好ましくない。
本発明に用いるマレイン酸系共重合体中のマレイン酸単位は、１０モル％以上含有するこ
とが好ましい。マレイン酸単位が１０モル％より少ないと、ＰＶＡ単位との反応による架



(7) JP 4845272 B2 2011.12.28

10

20

30

40

50

橋構造の形成が不充分になって、ガスバリア性が低下することがある。
【００３１】
また、２成分からなるマレイン酸系共重合体を形成するときは、共重合すべき２つのモノ
マーの反応性比ｒ1とｒ2は、どちらも０に近いモノマー同士の組み合わせが多く、通常の
ラジカル重合では実質的に２つのモノマーからなる構造単位が交互に配列した交互共重合
体となることが多いが、このような交互共重合体のマレイン酸系共重合体はマレイン酸系
共重合体中のマレイン酸単位はほぼ５０％とマレイン酸単位が多くなるので、特に高いガ
スバリア性を示す。
【００３２】
なお、マレイン酸系共重合体中のマレイン酸単位は、乾燥状態では隣接カルボキシル基が
脱水環化した無水マレイン酸構造となりやすく、一方、湿潤時や水溶液中では開環してマ
レイン酸構造となるが、本発明ではこれら閉環、開環を区別することなく、単にマレイン
酸として記述する。
【００３３】
本発明においては、上記コート剤にＰＶＡとマレイン酸系共重合体との架橋反応を促進さ
せてガスバリア性を向上させるために、架橋剤を添加することもできる。
【００３４】
架橋剤の添加量は、ＰＶＡとマレイン酸系共重合体の合計質量１００質量部に対して０．
１～３０質量部が好ましく、より好ましくは１～２０質量部である。架橋剤の添加量が０
．１質量部未満では、架橋剤を添加しても架橋剤を添加しない場合に比べて顕著な架橋効
果を得ることができず、一方、３０質量部を超えると、逆に架橋剤がガスバリア性の発現
を阻害することがあるので好ましくない。
【００３５】
上記架橋剤としては、自己架橋性を有する架橋剤でもよく、カルボキシル基および／また
は水酸基と反応する官能基を分子内に複数個有する化合物または多価の配位座を持つ金属
錯体等でもよい。このうちイソシアネート化合物、メラミン化合物、尿素化合物、エポキ
シ化合物、カルボジイミド化合物、ジルコニウム塩化合物等が、優れたガスバリア性を発
現させることができることから好ましい。また、これらの架橋剤を組み合わせて使用して
もよい。
【００３６】
また、架橋反応を促進させてガスバリア性を向上させるために、酸などの触媒を添加する
こともできる。
上記のように、架橋剤または触媒を添加すると、ＰＶＡとマレイン酸系共重合体との間に
エステル結合による架橋反応が促進され、ガスバリア性をより一層向上させることができ
る。
さらに、本発明のコート剤には、その特性を大きく損わない限りにおいて、熱安定剤、酸
化防止剤、強化材、顔料、劣化防止剤、耐候剤、難燃剤、可塑剤、離型剤、滑剤などが添
加されていてもよい。
【００３７】
上記熱安定剤、酸化防止剤及び劣化防止剤としては、例えばヒンダードフェノール類、リ
ン化合物、ヒンダードアミン類、イオウ化合物、銅化合物、アルカリ金属のハロゲン化物
あるいはこれらの混合物が挙げられる。
【００３８】
また、強化剤としては、例えばクレー、タルク、炭酸カルシウム、炭酸亜鉛、ワラストナ
イト、シリカ、アルミナ、酸化マグネシウム、珪酸カルシウム、アルミン酸ナトリウム、
アルミノ珪酸ナトリウム、珪酸マグネシウム、ガラスバルーン、カーボンブラック、酸化
亜鉛、ゼオライト、ハイドロタルサイト、金属繊維、金属ウィスカー、セラミックウィス
カー、チタン酸カリウムウィスカー、窒化ホウ素、グラファイト、ガラス繊維、炭素繊維
などが挙げられる。
【００３９】
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さらに、本発明のコート剤にはガスバリア性をより高めるために、その特性を大きく損わ
ない限りにおいて、無機層状化合物を添加することもできる。ここで無機層状化合物とは
、単位結晶層が重なって層状構造を形成する無機化合物のことを指す。具体的には、燐酸
ジルコニウム（燐酸塩系誘導体型化合物）、カルコゲン化物、リチウムアルミニウム複合
水酸化物、グラファイト、粘土鉱物などがあり、特に溶媒中で膨潤、劈開するものが好ま
しい。
【００４０】
上記粘土鉱物の好ましい例としては、モンモリロナイト、バイデライト、サポナイト、ヘ
クトライト、ソーコナイト、バーミキュライト、フッ素雲母、白雲母、パラゴナイト、金
雲母、黒雲母、レピドライト、マーガライト、クリントナイト、アナンダイト、緑泥石、
ドンバサイト、スドーアイト、クッケアイト、クリノクロア、シャモサイト、ニマイト、
テトラシリリックマイカ、タルク、パイロフィライト、ナクライト、カオリナイト、ハロ
イサイト、クリソタイル、ナトリウムテニオライト、ザンソフィライト、アンチゴライト
、ディッカイト、ハイドロタルサイトなどがあり、膨潤性フッ素雲母又はモンモリロナイ
トが特に好ましい。
【００４１】
これらの粘土鉱物は、天然に産するものであっても、人工的に合成あるいは変性されたも
のであってもよく、またそれらをオニウム塩などの有機物で処理したものであってもよい
。
【００４２】
上記粘土鉱物の中で、膨潤性フッ素雲母系鉱物は白色度の点で最も好ましく、これは次式
で示されるもので、容易に合成できるものである。
α（ＭＦ）・β（ａＭｇＦ2　・ｂＭｇＯ）・γＳｉＯ2

（式中、Ｍはナトリウム又はリチウムを表し、α、β、γ、ａ及びｂは各々係数を表し、
０．１≦α≦２、２≦β≦３．５、３≦γ≦４、０≦ａ≦１、０≦ｂ≦１、ａ＋ｂ＝１で
ある。）
このような膨潤性フッ素雲母系鉱物の製造法としては、例えば、酸化珪素と酸化マグネシ
ウムと各種フッ化物とを混合し、その混合物を電気炉あるいはガス炉中で１４００0～１
５００℃の温度範囲で完全に溶融し、その冷却過程で反応容器内にフッ素雲母系鉱物を結
晶成長させる、いわゆる溶融法がある。
【００４３】
また、タルクを出発物質として用い、これにアルカリ金属イオンをインターカレーション
して膨潤性フッ素雲母系鉱物を得る方法がある（特開平２－１４９４１５号公報）。この
方法によると、タルクに珪フッ化アルカリあるいはフッ化アルカリを混合し、磁性ルツボ
内で約７００～１２００℃の温度で短時間加熱処理することによって膨潤性フッ素雲母系
鉱物を得ることができる。
【００４４】
この際、タルクと混合する珪フッ化アルカリあるいはフッ化アルカリの量は、混合物全体
の１０～３５質量％の範囲とすることが好ましく、この範囲を外れる場合には膨潤性フッ
素雲母系鉱物の生成収率が低下するので好ましくない。
【００４５】
上記の膨潤性フッ素雲母系鉱物を得るためには、珪フッ化アルカリ又はフッ化アルカリの
アルカリ金属は、ナトリウムあるいはリチウムとすることが必要である。これらのアルカ
リ金属は単独で用いてもよいし、併用してもよい。また、アルカリ金属のうち、カリウム
の場合には膨潤性フッ素雲母系鉱物が得られないが、ナトリウムあるいはリチウムと併用
し、かつ限定された量であれば膨潤性を調節する目的で用いることも可能である。
【００４６】
さらに、膨潤性フッ素雲母系鉱物を製造する工程において、アルミナを少量配合し、生成
する膨潤性フッ素雲母系鉱物の膨潤性を調整することも可能である。
上記粘土鉱物の中で、モンモリロナイトは、次式で示されるもので、天然に産出するもの
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を精製することにより得ることができる。
【００４７】
ＭaＳｉ4（Ａｌ2-aＭｇa）Ｏ10（ＯＨ）2・ｎＨ2Ｏ
（式中、Ｍはナトリウムのカチオンを表し、ａは０．２５～０．６０である。また、層間
のイオン交換性カチオンと結合している水分子の数は、カチオン種や湿度等の条件に応じ
て変わりうるので、以下において、式中ではｎＨ2Ｏで表す。）
また、モンモリロナイトには次式群で表される、マグネシアンモンモリロナイト、鉄モン
モリロナイト、鉄マグネシアンモンモリロナイトの同型イオン置換体も存在し、これらを
用いてもよい。
【００４８】
ＭaＳｉ4（Ａｌ1.67-aＭｇ0.5+a）Ｏ10（ＯＨ）2・ｎＨ2Ｏ
ＭaＳｉ4（Ｆｅ2-a

3+Ｍｇa）Ｏ10（ＯＨ）2・ｎＨ2Ｏ
ＭaＳｉ4（Ｆｅ1.67-a

3+Ｍｇ0.5+a）Ｏ10（ＯＨ）2・ｎＨ2Ｏ
（式中、Ｍはナトリウムのカチオンを表し、ａは０．２５～０．６０である。）
通常モンモリロナイトは、その層間にナトリウムやカルシウム等のイオン交換性カチオン
を有するが、その含有比率は産地によって異なる。本発明においては、イオン交換処理等
によって層間のイオン交換性カチオンがナトリウムに置換されているものが好ましい。ま
た、水ひ処理により精製したモンモリロナイトを用いることが好ましい。
【００４９】
さらに、本発明においては、このような無機層状化合物と上記架橋剤とを併用することも
できる。
本発明において、ＰＶＡとマレイン酸系共重合体とを混合してそれらを含有する水溶液を
調製するに際しては、マレイン酸系共重合体中のカルボキシル基に対して０．１～２０当
量％のアルカリ化合物を加えることが好ましい。
【００５０】
マレイン酸系共重合体は、それに含まれるマレイン酸単位が多いとそれ自身の親水性が高
いので、アルカリ化合物を添加しなくても水溶液にすることができるが、アルカリ化合物
を適正量添加することにより、コート剤を塗布して得られるフィルムのガスバリア性が格
段に向上される。
【００５１】
かかるアルカリ化合物としては、マレイン酸系共重合体中のカルボキシル基を中和できる
ものであればよく、アルカリ金属やアルカリ土類金属の水酸化物、水酸化アンモニウム、
有機水酸化アンモニウム化合物等が挙げられる。このうち、アルカリ金属水酸化物が好ま
しい。
【００５２】
上記水溶液を調整方法としては、撹拌機を備えた溶解釜等を用いて公知の方法で行えばよ
い。例えば、ＰＶＡとマレイン酸系共重合体を別々に水溶液とし、使用前に混合して用い
る方法が好ましい。この時、上記アルカリ化合物をマレイン酸系共重合体の水溶液に加え
ておくと、その水溶液の安定性を向上させることができる。
【００５３】
また、ＰＶＡとマレイン酸系共重合体を同時に溶解釜中の水に加えてもよいが、アルカリ
化合物を最初に水に添加しておく方がマレイン酸系共重合体の溶解性がよい。また、マレ
イン酸系共重合体の水に対する溶解性を高める目的や乾燥工程の短縮、水溶液の安定性の
改善などの目的で、水にアルコールや有機溶媒を少量添加することもできる。
【００５４】
上記ガスバリア性コート剤のポリマー濃度すなわちＰＶＡとマレイン酸系共重合体との総
濃度は、所望とする混合液の粘度、ポリマーの反応性、用いる装置の仕様などによって適
宜変更されるが、あまりに希薄な混合液ではガスバリア性を発現させるのに充分な厚みの
被膜を形成することが困難となり、かつ、その後の乾燥工程において長時間を要すること
になる。一方、混合液の濃度が高すぎると、粘度が高くなって、混合液の調製操作、保存
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性などに問題を生じることがある。このような観点から、ポリマー濃度は５～５０質量％
の範囲が好ましく、１０～３０質量％の範囲がより好ましい。
【００５５】
本発明において、上記コート剤を塗布してガスバリア性を有する被膜層を形成する熱可塑
性樹脂フィルムとしては、ナイロン６、ナイロン６６、ナイロン４６等のポリアミド樹脂
、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリトリメチレンテレフタ
レート、ポリブチレンテレフタレート、ポリブチレンナフタレート等の芳香族ポリエステ
ル樹脂、ポリ乳酸などの脂肪族ポリエステル樹脂、ポリプロピレン、ポリエチレンなどの
ポリオレフィン樹脂またはそれらの混合物よりなるフィルムまたはそれらのフィルムの積
層体が挙げられ、これらのフィルムは未延伸フィルムでも延伸フィルムでもよい。また、
フィルムの表面をコロナ処理したもの、フィルムにアンカーコートを施したものなどでも
よい。
【００５６】
未延伸フィルムを製造する方法としては、例えば、熱可塑性樹脂を押出機で加熱、溶融し
てＴダイより押し出し、冷却ロールなどにより冷却固化して未延伸フィルムを得る方法、
もしくは円形ダイより押し出して水冷あるいは空冷により固化させて未延伸フィルムを得
る方法が挙げられる。また、延伸フィルムを製造する方法としては、未延伸フィルムを一
旦巻き取った後２軸延伸する逐次２軸延伸法、または未延伸フィルムを巻き取ることなく
連続して同時２軸延伸する同時２軸延伸法により延伸する方法が好ましい。フィルムの機
械的特性や厚み均一性などの性能面の観点からは、Ｔダイによるフラット式製膜法とテン
ター延伸法を組み合わせる方法が好ましい。
【００５７】
本発明において、ガスバリア性フィルムは、フィルムの片面または両面に上記コート剤を
塗布し、しかる後に熱処理して水不溶性のガスバリア性被膜層を形成することによって得
られる。
【００５８】
フィルムの表面に形成するガスバリア性の被膜層の厚みは、フィルムのガスバリア性を充
分高めるためには少なくとも０．１μｍより厚くすることが望ましい。
【００５９】
上記ガスバリア性被膜層は延伸フィルムまたは未延伸フィルムのいずれに形成してもよい
。
例えば、延伸フィルムまたは未延伸フィルムの少なくとも一方の面に上記コート剤を塗布
し、次いで、１２０℃以上の加熱雰囲気中で１分間以下の熱処理を施すことによって、延
伸フィルムまたは未延伸フィルムの表面に水不溶性のガスバリア性被膜層が形成されたガ
スバリア性フィルムが得られる。
【００６０】
また、未延伸フィルムの少なくとも一方の面に上記コート剤を塗布し、乾燥後、延伸処理
と同時に１２０℃以上の加熱雰囲気中で１分間以上の熱処理を施すことによって、延伸さ
れたフィルムの表面に水不溶性のガスバリア性被膜層が形成されたガスバリア性フィルム
が得られる。この場合には、例えば、まず未延伸フィルムにコート剤を塗布して乾燥した
後、テンター式延伸機に供給してフィルムを走行方向と幅方向に同時に延伸（同時２軸延
伸）し、これと同時に熱処理する。または、多段熱ロール等を用いてフィルムの走行方向
に延伸を行った後にコート剤を塗布し、乾燥後、テンター式延伸機によって幅方向に延伸
（逐次２軸延伸）し、しかる後に熱処理する。このとき、走行方向の延伸とテンターでの
同時２軸延伸を組み合わせることもできる。
【００６１】
上記コート剤をフィルムに塗布する方法は特に限定されないが、グラビアロールコーティ
ング、リバースロールコーティング、ワイヤーバーコーティング、エアーナイフコーティ
ング等の通常の方法を用いることができる。
【００６２】
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上記のいずれの場合においても、コート剤が塗布されたフィルムを１２０℃以上の加熱雰
囲気中で１分間以下の熱処理を施すことによって、コート剤中に含有するＰＶＡとマレイ
ン酸系共重合体とが架橋反応してエステル結合が形成され、それによって水不溶性のガス
バリア性を有する被膜層が形成される。
【００６３】
上記熱処理温度は１２０℃以上であることが必要であって、好ましくは１５０℃以上、よ
り好ましくは１８０℃以上であり、その上限は基材フィルムとする熱可塑性樹脂フィルム
の耐熱温度にもよるが、通常３５０℃が好ましい。したがって、本発明においては、１２
０℃～３５０℃の熱処理温度が好ましく採用される。
【００６４】
熱処理温度が低く過ぎると、上記ＰＶＡとマレイン酸系共重合体との架橋反応を充分に進
行させることができず、充分なガスバリア性を有するフィルムを得ることが困難になるこ
とがあり、一方、高過ぎると、被膜などが脆化するおそれなどがあるので好ましくない。
【００６５】
また、熱処理時間は１分間以下であることが必要であって、通常１秒間～１分間、好まし
くは３秒間～４５秒間、より好ましくは５秒間～３０秒が適用される。
熱処理時間が短すぎると、上記架橋反応を充分に進行させることができず、充分なガスバ
リア性を有するフィルムを得ることが困難になり、一方、長すぎると生産性が低下する。
【００６６】
また、上記熱処理は加熱雰囲気中すなわち熱ロールなどの発熱体に直接フィルムを接触さ
せることなく行う必要がある。
熱処理を加熱雰囲気中で行うと、フィルムにしわが入りにくく、かつ巻取り速度も速くす
ることができるので、生産性を向上させることができる。
【００６７】
これに対して、熱ロールなどの発熱体に直接フィルムを接触させて熱処理すると、フィル
ムにしわが入りやすく、巻き取り速度もあまり速くできないので、生産性が低下する。
【００６８】
本発明においては、上記のような比較的短時間の熱処理によって、ＰＶＡとマレイン酸系
共重合体の間にエステル結合による架橋構造が形成されて、高いガスバリア性を示す被膜
層を有するガスバリア性フィルムが得られる。しかも、上記ガスバリア性フィルムを効率
よく生産することができる。
【００６９】
上記にようにして得られたガスバリア性被膜層の温度２０℃、相対湿度８５％における酸
素透過係数は７００ｍｌ・μｍ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ以下であり、さらに好ましくは５
００ｍｌ・μｍ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ以下であり、より好ましくは３００ｍｌ・μｍ／
ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ以下である。
【００７０】
本発明においては、ガスバリア性を酸素ガスバリア性として評価する。また、フィルムの
酸素ガスバリア性は、基材フィルムの種類や厚み、及び被膜層の厚みにより変化するため
、被膜層自体の酸素ガス透過係数を評価する。
【００７１】
上記酸素ガス透過係数は、下記式より求めるものである。
１／ＱF＝１／ＱB＋Ｌ／Ｐc、すなわち
Ｐc＝〔（ＱF×ＱB／（ＱB－ＱF）〕×Ｌ
ただし、
ＱF：被膜形成フィルムの酸素ガス透過度（ｍｌ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ）
ＱB：基材フィルムの酸素ガス透過度（ｍｌ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ）
ＰC：被膜層の酸素ガス透過係数（ｍｌ・μｍ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ）
Ｌ　：被膜層の厚み（μｍ）
したがって、被膜層の酸素ガス透過係数ＰCは、上記ＱF、ＱB及びＬが分かれば、上記式
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より見積もることができる。
（実施例）
次に、本発明を実施例により具体的に説明する。
【００７２】
以下の実施例において、酸素ガスバリア性は、モコン社製酸素バリア測定器（ＯＸ－ＴＲ
ＡＮ　２／２０）を用いて、温度２０℃、相対湿度８５％の雰囲気下における酸素ガス透
過度を測定した。すなわち、上記測定器によって被膜形成フィルムの酸素ガス透過度ＱF

と基材フィルムの酸素ガス透過度ＱBとをそれぞれ測定し、基材フィルムと被膜形成フィ
ルムとの平均厚みの差から被膜層の厚みＬを求めた。そして、これらの数値から上記式を
用いて被膜層の酸素ガス透過係数Ｐcを算出した。
【００７３】
なお、基材フィルムとして用いた厚み１２μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
フィルム及び厚み１５μｍのナイロン６フィルムの温度２０℃、相対湿度８５％の雰囲気
下における酸素ガス透過度は、それぞれ９００ｍｌ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ、４００ｍｌ
／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａであった。
【００７４】
また、溶液の粘度はＢ型粘度計にて２０℃で測定した。
実施例１
ＰＶＡ（ユニチカケミカル社製、ＵＭＲ１０ＨＨ、ケン化度９８．９％、平均重合度２４
０）を純水に溶解し、２０質量％の水溶液を得た。
【００７５】
また、エチレン－マレイン酸交互共重合体（ＡＬＤＲＩＣＨ社製、質量平均分子量１００
,０００～５００,０００）をマレイン酸のカルボキシル基に対して５モル％の水酸化ナト
リウムを含む水に溶解し、２０質量％の水溶液とした。
【００７６】
上記ＰＶＡとエチレン－マレイン酸共重合体との質量比が７０／３０となるように両水溶
液を混合し、攪拌してコート剤を調製した。得られたコート剤の２０℃における粘度は２
００ｍＰａ・ｓと低く、塗布作業性に優れていた。
【００７７】
このコート剤を２軸延伸ＰＥＴフィルム（ユニチカ社製エンブレットＰＥＴ１２，厚み１
２μｍ）上に乾燥後の被膜層厚みが約２μｍになるようにエアナイフコーターで塗布し、
熱風乾燥機を用いて１００℃で２分間乾燥した後、２００℃の加熱雰囲気中で１５秒間熱
処理した。
【００７８】
　得られた被膜形成フィルムの外観は着色も無く良好であり、被膜層は水に不溶であった
。また、被膜形成フィルムの酸素ガス透過度は４３ｍｌ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａであり、
被膜層の酸素ガス透過係数は９０ｍｌ・μｍ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａであった。
【００８１】
実施例２
　イソブチレン－マレイン酸共重合体（クラレ社製、イソバン０４）を、イソブチレン－
マレイン酸共重合体のカルボキシル基に対して５モル％の水酸化カルシウムと６０モル％
の水酸化アンモニウムを含む水に溶解し、２０質量％の水溶液とした。
【００８２】
ＰＶＡとイソブチレン－マレイン酸共重合体との質量比が３０／７０となるように、実施
例１で使用したＰＶＡ水溶液と、上記イソブチレン－マレイン酸共重合体水溶液を混合し
、攪拌してコート剤を調製した。得られたコート剤の粘度は２１０ｍＰａ・ｓと低く、塗
布作業性に優れていた。
【００８３】
このコート剤を２軸延伸ナイロン６フィルム（ユニチカ社製エンブレム、厚み１５μｍ）
上に乾燥後の被膜層厚みが約２μｍになるようにエアナイフコーターで塗布し、１００℃
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で２分間乾燥した後、２００℃の加熱雰囲気中で１５秒間熱処理した。
【００８４】
　得られた被膜形成フィルムの外観は良好であり、被膜層は水に不溶であった。また、こ
の被膜形成フィルムの酸素ガス透過度は９５ｍｌ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａであり、被膜層
の酸素ガス透過係数は２５０ｍｌ・μｍ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａであった。
実施例３
　実施例１と同様の操作でＰＶＡとエチレン－マレイン酸共重合体との質量比が７０／３
０となるように水溶液を調製し、次いで、ＰＶＡとエチレン－マレイン酸共重合体の固形
分１００質量部に対して、無機層状化合物（クニミネ工業製、クニピアＦ）を１０質量部
になるように添加、攪拌し、水を加えて総固形分濃度が１０質量％のコート剤を調製した
。得られたコート剤の粘度は１５ｍＰａ・ｓと低く、塗布作業性に優れていた。
【００８５】
このコート剤を２軸延伸ＰＥＴフィルム（ユニチカ社製エンブレットＰＥＴ１２，厚み１
２μｍ）上に乾燥後の被膜層厚みが約２μｍになるようにエアナイフコーターで塗布し、
１００℃で２分間乾燥した後、２００℃の加熱雰囲気中で１５秒間熱処理した。
【００８６】
　得られた被膜形成フィルムの被膜層は水に不溶であった。また、被膜形成フィルムの酸
素ガス透過度は２ｍｌ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａであり、被膜層の酸素ガス透過係数は４ｍ
ｌ・μｍ／ｍ２・ｄａｙ・ＭＰａであった。
実施例４
実施例２と同様の操作で、実施例２と同組成のコート剤を調製した。
【００８７】
次に、ナイロン６樹脂を、Ｔダイを備えた押出機（７５ｍｍ径、Ｌ／Ｄが４５の緩圧縮タ
イプ単軸スクリュー）を用いて、シンリンダー温度２６０℃、Ｔダイ温度２７０℃でシー
ト状に押し出し、表面温度１０℃に調節された冷却ロール上に密着させて急冷し、厚み１
５０μｍの未延伸フィルムとした。続いて、この未延伸フィルムをグラビアロール式コー
ターに導き、乾燥後の被膜層厚みが１２μｍになるように塗布し、８０℃の熱風ドライヤ
ー中で４５秒間乾燥した。次に、フィルムをテンター式同時２軸延伸機に供給し、温度１
００℃で２秒間予熱した後、１７０℃の加熱雰囲気中で縦方向に３倍、横方向に３．５倍
の倍率で延伸した。次に、横方向弛緩率５％で、２００℃の加熱雰囲気中で１５秒間の熱
処理を行い、室温まで冷却後、延伸フィルムを巻き取った。
【００８８】
得られた被膜形成フィルムの外観は良好であり、被膜層は水に不溶であった。この被膜形
成フィルムの厚みは１６．２μｍであり、そのうち被膜層の厚みは１．２μｍであった。
また、被膜形成フィルムの酸素ガス透過度は１３５ｍｌ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａであり、
被膜層の酸素ガス透過係数は２４５ｍｌ・μｍ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａであった。
比較例１
ＰＶＡ（ユニチカケミカル社製、ＵＦ０４０Ｇ、ケン化度９９％、平均重合度４００）を
純水に溶解し、２０質量％の水溶液を得た。
【００８９】
また、イソブチレン－マレイン酸共重合体（クラレ社製、イソバン０４）を、イソブチレ
ン－マレイン酸共重合体のカルボキシル基に対して６０モル％の水酸化アンモニウムを含
む水に溶解し、２０質量％の水溶液とした。
【００９０】
次いで、ＰＶＡとイソブチレン－マレイン酸共重合体との質量比が６０／４０となるよう
に、両水溶液を混合、攪拌してコート剤を調製した。得られたコート剤の粘度は４５０ｍ
Ｐａ・ｓであった。
【００９１】
このコート剤をエアナイフコーターで２軸延伸ＰＥＴフィルム（ユニチカ社製エンブレッ
トＰＥＴ１２，厚み１２μｍ）上に塗布しようとしたが、厚みを制御することが困難であ
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【００９２】
このコート剤をバーコーターにて上記ＰＥＴフィルム上に乾燥後の被膜層厚みが約２μｍ
になるようにメイヤーバーで塗布し、熱風乾燥機を用いて１００℃で２分間乾燥した後、
２００℃の加熱雰囲気中で１５秒間熱処理した。
【００９３】
得られた被膜形成フィルムの被膜層は水に不溶であった。この被膜形成フィルムの酸素ガ
ス透過度は１９４ｍｌ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａであり、被膜層の酸素ガス透過係数は４９
５ｍｌ・μｍ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａであった。
比較例２
ＰＶＡ（ユニチカケミカル社製、ＵＦ０４０Ｇ、ケン化度９９％、平均重合度４００）を
純水に溶解し、２０質量％の水溶液を得た。
【００９４】
また、ポリアクリル酸（和光純薬工業社製、ポリアクリル酸２５質量％水溶液、数平均分
子量１５００００）をポリアクリル酸のカルボキシル基に対して５モル％の水酸化ナトリ
ウムを含む水溶液で希釈し、２０質量％の水溶液とした。
【００９５】
ＰＶＡとポリアクリル酸との質量比が７０／３０となるように両水溶液を混合し、攪拌し
てコート剤を調製した。得られたコート剤の粘度は４１０ｍＰａ・ｓであった。
【００９６】
このコート剤を２軸延伸ＰＥＴフィルム（ユニチカ社製エンブレットＰＥＴ１２，厚み１
２μｍ）上に乾燥後のコート層厚みが約２μｍになるようにメイヤーバーで塗布し、熱風
乾燥機を用いて１００℃で２分間乾燥した後、２００℃の加熱雰囲気中で１５秒間熱処理
した。
【００９７】
得られた被膜形成フィルムの被膜層は水に溶解した。また、この被膜形成フィルムの酸素
ガス透過度は７９０ｍｌ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａ、被膜層の酸素ガス透過係数は１２９０
０ｍｌ・μｍ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰａであり、ガスバリア性の低いフィルムであった。
比較例３
ＰＶＡとポリアクリル酸との質量比を３０／７０、ポリアクリル酸のカルボキシル基に対
して１０モル％の水酸化ナトリウムを含む水溶液を用いた以外は、比較例２と同様の操作
で被膜形成フィルムを得た。
【００９８】
得られたコート剤の粘度は３９０ｍＰａ・ｓであり、得られた被膜形成フィルムの被膜層
は水に溶解した。また、この被膜形成フィルムの酸素ガス透過度は８３０ｍｌ／ｍ2・ｄ
ａｙ・ＭＰａ、被膜層の酸素ガス透過係数は２１３００ｍｌ・μｍ／ｍ2・ｄａｙ・ＭＰ
ａであり、ガスバリア性の低いフィルムであった。
【００９９】
以上の結果を表１にまとめて示した。
【０１００】
【表１】
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被膜形成フィルムを作業性よく製造することができることが分かる。
【０１０１】
【発明の効果】
本発明のガスバリア性コート剤によれば、高湿度雰囲気下でも高いガスバリア性を示す被
膜を形成することができ、また、固形分濃度の割に混合液の粘度が低く取り扱いが容易で
あって、塗布作業などの作業性がよく高いガスバリア性を有する被膜を形成することがで
きる。しかも、短時間の熱処理によってガスバリア性の被膜を形成することができて、生
産性よくガスバリア性の被膜を形成することができる。さらに、燃焼時にダイオキシン等
の有害物質を発生することがないので、環境を汚染することがないガスバリア性フィルム
を提供することができる。
【０１０２】
また、本発明のガスバリア性被膜は、高湿度における酸素ガス透過係数が低い値を示すの
で、それを形成したガスバリア性フィルムに優れたガスバリア性を付与することができる
。
【０１０３】
さらに、本発明のガスバリア性フィルムは、上記ガスバリア性被膜の高湿度雰囲気下にお
ける低い酸素ガス透過係数が反映されて、高湿度雰囲気下において高いガスバリア性を有
し、食品包装材料などとして好適に利用することができる。
【０１０４】
さらにまた、本発明の製造方法によれば、フィルムにしわが入りにくく、かつ巻取り速度
を速くすることができて、高湿度雰囲気下においても優れたガスバリア性を有するガスバ
リア性フィルムを生産性よく製造することができる。
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